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1．はじめに 

1999年トルコ・コジャエリ地震，台湾・集集地震や 2003年アルジェリア地震など，大きな建物被害を伴う地震
災害が世界各地で後を絶たないが，これらの地震では日本の建物にはあまり用いられない無補強組積造壁を有する

建物の被害が際立つ．この種の組積造壁は一般に非構造壁として扱われ，建物の設計時あるいは性能を評価する際

には考慮されない．しかしながら，近年の大地震は，こうした組積造壁を無視する技術慣行が，部材性能や建物全

体の剛性の偏りなどについて，設計と現実の間に大きな乖離を生み，これが被害の一因として指摘されている． 
そこで，本研究では無補強組積造壁を有する建物の地震被災前・後の耐震性能評価，性能改善手法の開発を主目

的に，無補強組積造壁を一般的な構造要素として多用する韓国の学校建物を対象に，開口の有無及び開口の形状を

パラメータとした 4体の 1層 1スパンの無補強組積造壁を有する鉄筋コンクリート造実大架構を作製し，その正負
交番繰り返し載荷実験を行った．本論文では組積造壁が架構全体の耐震性能に与える影響やひび割れ幅の推移など

に着目し，その性能を実験的に評価した結果について報告する． 
2．実験概要 

2．1 試験体概要 

韓国では1988年より6階建て以上の建物に対する耐震設計が義務化されたが，本研究の対象建物は，韓国で1988
年以前に建設された耐震設計がなされていない鉄筋コンクリート造学校建物である．図 1に 1980年代における韓
国の学校建物の標準設計例 1)を示す．同図から，韓国の学校建物では，コンクリートブロック（以下，ブロック）

造壁が間仕切り壁や外壁として多用されていることがわかる．本研究では図 1に示した標準設計建物の TypeⅠに
該当するブロック造壁を有する 4階建て鉄筋コンクリート造架構の 1階を想定した［1階壁試験体］，4階を想定し
た［4階壁試験体］，1階壁試験体とは異なる開口形状の有開口試験体 2体（TypeⅡの［腰壁型試験体］及び［袖壁
型試験体］）の計 4体の正負交番繰り返し載荷実験を計画した．図 2に［1階壁試験体］の詳細を示す．各試験体
はいずれも 1層 1スパンの実大平面架構で，［4階壁試験体］のみ柱配筋および作用軸力が異なる．なお，試験体
の製作及び載荷実験は韓国のRIST研究所（Research Institute of Industrial Science & Technology）で行った． 
2．2 材料特性 

表 1～表 3に材料試験結果を示す．コンクリート設計基準強度は 1980年代の韓国の学校建物の標準設計図に基
づいて 21N/mm2を用いたが，供試体の圧縮強度は設計値を上回った．主筋及び補強筋はすべて異形棒鋼 SD40 を
用いた．ブロックはサイズが 390×190×190mmで，両端に半分ずつ，内部に 3つの空洞を有する（図 2参照）．
目地モルタルの調合は，韓国で一般的に使用されている 1:3.5（セメント:砂）の配合率とした． 
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図 1 1980年代の韓国学校建物の標準設計と試験体計画 

2．3 加力計画 

図 3に本実験の載荷システムの立面図を示す．容量 200,000kN・mの大型反力壁（幅 20m×高さ 12m×厚さ 3m）
に水平に取り付けた 3,000kNアクチュエータによりせん断力を，高さ 12m位置の反力梁に鉛直に取り付けた 2台
の 1,000kNアクチュエータにより軸力を載荷するシステムとした．試験体に作用する水平力は正負交番で試験体の 



頂部変形角 1，2，4，6.7，10，20×
10-3radまでそれぞれ 2.5回ずつ載荷
する計画としたが（ただし，大振幅

後の小振幅繰り返しを想定し，降伏

した直後に±4×10-3radで 1回載荷
した），試験体の破壊状況によって

途中で載荷を終了または一部載荷

ルールを変更した．鉛直方向には［1
階壁試験体］，［袖壁型試験体］及び

［腰壁型試験体］では計 1,440kN
（720kN×2台），［4階壁試験体］で
は 360kN（180kN×2 台）の一定軸
力を与えた． 
 

表 1 コンクリートの材料試験結果 

 
圧縮強度 
(N/mm2) 

ヤング係数 
(N/mm2) 

割裂強度 
(N/mm2) 

 
圧縮強度

(N/mm2) 
ヤング係数 

(N/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 

［1階壁試験体］ 27.29 2.28×104 2.36 ［袖壁型試験体］ 23.75 2.11×104 2.02 
［4階壁試験体］ 29.63 2.30×104 2.41 ［腰壁型試験体］ 26.12 2.03×104 2.23 

表 2 鉄筋の材料試験結果 
直 
径 

使用箇所 
降伏強度

(N/mm2)
引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 
直

径
使用箇所 

降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 
D10 柱補強筋 404 581 1.91×105 D22 他の 3体の柱主筋 498 598 1.88×105 
D13 スタブ補強筋 419 622 1.88×105 D29 スタブ主筋 455 - 2.09×105 

D19 
4階壁試験体 
柱主筋 

432 599 1.95×105 
* D29の引張強度は，最大強度に至る前歪ゲージが剥がれて測定
できなかった． 

表 3 ブロック，目地モルタルの材料試験結果 
ブロック 

単体 プリズム（3段） 
目地モルタル 

圧縮強度(N/mm2) ヤング係数(N/mm2) 圧縮強度(N/mm2) ヤング係数(N/mm2) 圧縮強度(N/mm2) ヤング係数(N/mm2)
27.04 2.14×104 17.47 1.22×104 22.14 1.47×104 

* ブロックの断面積は空洞部を除いた有効断面積を用いた． 
2．4 計測計画 

図 4 に本試験体の計測位置を示す．
水平変位は上下スタブ間の相対変位

として計測した．また，両柱の伸縮変

位，架構全体のせん断変形及びブロッ

ク造壁のせん断変形を測定した．各柱

の側面に 150mm 間隔（中央部は

600mm間隔，［腰壁型試験体］は全て
150mm間隔）で埋め込んだ全ネジに変
位計を取り付け，材軸方向の変形，す

なわち，各区間の平均曲率を測定した．

また，柱の主筋及びせん断補強筋の主

要箇所で歪の測定を行った．また，ブ

ロック造壁の最上段にブロック造部

分が負担する軸力を算定するための

歪ゲージを貼り付けた．さらに，各サ

イクルのピーク時と除荷時に柱及び

壁面のひび割れ幅をクラックスケー

ルを用いて目視により行った． 
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図 2 ［1階壁試験体］の詳細図 
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図 3 加力装置 



3．実験結果 

3．1 破壊経過 

図 5に各試験体の破壊する直前の+10×10-3radの第 1サイクル終了後のひび割れ状況を示す． 
(1)［1階壁試験体］ 

［1 階壁試験体］は部材角（水平変位/柱内法高さ）+1×10-3rad の第 1 サイクルから圧縮側柱には曲げひび割れ
が，ブロック目地には階段状にひび割れが発生し始めた．2×10-3radのサイクルでは以前に発生した柱の曲げひび
割れ及びブロック目地のひび割れが進展した．また，ブロックを貫通する斜めひび割れも発生し始めた．+4×10-3rad
の第 1サイクルで圧縮側柱に明らかなせん断ひび割れが観察され，ブロック造壁には新たなひび割れが若干発生し
たもののほとんど以前に発生したブロック目地ひび割れの幅及び水平すべり量が増加するのみであった．6.7×
10-3rad のサイクルからは柱の曲げ及びせん断ひび割れが進展し，ブロック造壁では階段状ひび割れが壁中央及び
隅各部の 2，3箇所に分散して生じた．その後‐20×10-3radの第 1サイクル途中，‐15×10-3radで圧縮側柱脚部の
せん断ひび割れが急激に開き始めたため，15×10-3radまでの繰り返し載荷を 1.5回行い，実験を終了した． 
(2)［4階壁試験体］ 

［4階壁試験体］の破壊経過は，柱の曲げとせん断ひび割れの発生時期及び進展状況，またブロック造壁のピー
ク時及び除荷時のひび割れ幅，階段状ひび割れの発生時期や進展状況がほとんど［1階壁試験体］と同様であった．
ただし，［1階壁試験体］よりブロックを貫通する斜めひび割れは少なかった．また，［1階壁試験体］は 15×10-3rad
でせん断破壊したが，［4階壁試験体］は+20×10-3radで耐力の低下が見られたものの，最大せん断ひび割れ幅の急
激な増加は見られなかった．本試験体では+40×10-3radの第 1サイクル途中，+33.3×10-3radで圧縮側柱脚部のせん
断ひび割れが急激に開き始めたため実験を終了した． 
(3)［袖壁型試験体］ 

［袖壁型試験体］は，［1階壁試験体］と同様に+1×10-3radの第 1サイクルから圧縮側の側柱に曲げひび割れが
発生した．本試験体は開口部があるため，正加力時には開口側のブロック側面が拘束されにくく，ブロック目地の

ひび割れは階段状に進展せず，また壁全体が左側柱からスライドして徐々に離れていく現象が発生した．また，［1
階壁試験体］及び［4階壁試験体］では，ブロック造壁は圧縮ストラットとして作用し，圧縮側柱脚部と引張側柱
頭部でせん断ひび割れが発生したが，本試験体では袖壁が早い段階でその役割を失ったため，両柱の頭・脚部にせ

ん断ひび割れが発生した．6.7×10-3radのサイクルからは柱の曲げ及びせん断ひび割れが進展し，‐20×10-3radの
第 1サイクルの時，最大せん断ひび割れ幅が 8mmまで進展したが，その後せん断ひび割れ幅の進展はなく，繰り
返し載荷により耐力のみ低下する結果となったため，20×10-3radまでの繰り返し載荷を2.5回行い実験を終了した． 
(4)［腰壁型試験体］ 

［腰壁型試験体］は，［1階壁試験体］と同様に+1×10-3radの第 1サイクルから圧縮側の側柱に曲げひび割れが
発生した．2×10-3radのサイクルではブロック目地のひび割れが腰壁を水平に横断し，壁が上下 3つに分離して滑
り始めた．また，+4×10-3radの第 1サイクルで圧縮側柱にせん断ひび割れが観測された．6.7×10-3radのサイクル
からは柱の曲げ及びせん断ひび割れが進展し，ブロック造壁は全ての横目地にひび割れが発生し，各段の間でスリ

ップが生じる傾向が見られた．‐20×10-3rad の第 1 サイクルの途中，約‐16×10-3rad で圧縮側柱脚部がせん断破
壊すると同時に，引張側柱頭部もせん断破壊して終局に至ったため実験を終了した． 
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3．2 荷重－変形関係 

図 6に各試験体の荷重－変形関係を示す． 
(1)［1階壁試験体］ 

軸力レベルが高い［1階壁試験体］は，+6.7×10-3radの第 1サイクルにおいて最大耐力 960kNを記録したが，13.3
×10-3rad（32mm）まで荷重の著しい低下はなく，耐力を維持する結果となった．その後，‐15×10-3radの時圧縮
側柱脚部のせん断ひび割れが急激に開き始め，耐力が約 80%に低下した．本試験体では，圧縮側柱の曲げ降伏が
先行したが，ブロック造壁内に水平力に抵抗する圧縮ストラットが形成され，柱脚部に大きな押し抜きせん断力が

作用した結果，最終的にせん断破壊して終局に至ったと考えられる．柱のみに着目すると，せん断余裕度の計算値

は 0.78（荒川mean式に基づくせん断耐力／曲げ終局強度の略算式 2）に基づく柱の曲げ終局時に作用するせん断力）

とせん断降伏先行型であるが，実験結果は最終的にせん断破壊するものの計算値より靭性能を有する結果となった．

また，実験より得られた架構全体のせん断耐力は両側柱のみの曲げ降伏時のせん断力の計算値に対しておよそ 1.4
倍に相当し，ブロック造壁が架構の耐力に大きく寄与していることがわかる．ブロック造壁の負担する最大せん断

力を，架構全体の最大せん断力から柱の曲げ降伏時のせん断力を差し引くことにより算定すると，空洞を含むブロ

ック全断面積に対する平均せん断応力度としておよそ 0.4MPaである． 
(2)［4階壁試験体］ 

軸力レベルが低い［4階壁試験体］は，+10×10-3radの第 1サイクルにおいて最大耐力 630kNを記録した．10×
10-3radまでは徐々に耐力が増加した．+20×10-3radの第 1サイクルで耐力の低下が見られたが，最終サイクルであ
る 33.3×10-3radに至るまで著しい耐力低下は起こらなかった．本試験体も，柱の曲げ降伏が先行したが［1階壁試
験体］と同様のメカニズムにより，最終的にせん断破壊して終局に至った．本試験体は軸力レベルが低いため［1
階壁試験体］より靭性能力を有する結果となった．また，両側柱の上下端が曲げ降伏する場合に負担せん断力の計

算値に対しておよそ 2.2倍の耐力を記録した．ブロック造壁が負担する平均せん断応力度を［1階壁試験体］と同
様に計算するとおよそ 0.5MPaである． 
(3)［袖壁型試験体］ 

［袖壁型試験体］では，‐20×10-3radの第 1サイクルの途中，‐16×10-3rad付近で 734kNを記録し，同じ軸力
レベルで無開口試験体である［1階壁試験体］を遥かに下回った．‐20×10-3radの第 1サイクルの時，最大せん断
ひび割れ幅が 8mmまで進展したが，その後せん断ひび割れ幅の進展はなく，繰り返し載荷により耐力のみ低下す
る結果となった．柱のみのせん断余裕度の計算値は 0.77とせん断降伏先行型であるが，3.1（3）で述べたように壁
全体が左側柱から徐々にスライドして離れていくため，ブロック造壁内に圧縮ストラットがほとんど形成されず，

［1階壁試験体］と同様に柱の曲げ降伏が先行し，大変形域まで安定した性能を維持する結果となった．なお，両
側柱が曲げ降伏する場合に負担するせん断力の計算値に対しておよそ1.1倍の耐力を記録し，両者はほぼ一致した．
この時ブロック造壁が負担する平均せん断応力度ほぼ 0MPaであり，開口形状によってブロック造壁のせん断応力
度が大きく変化することがわかった． 

(4)［腰壁型試験体］ 

［腰壁型試験体］では，‐20×10-3rad
の第 1サイクルの途中，‐16×10-3rad
付近で 744kNを記録し，この時点で圧
縮側柱脚部がせん断破壊すると同時

に，引張側柱頭部もせん断破壊して終

局に至った．本試験体は他の試験体に

比べ引張側柱の可撓長さが短くなる

ため，より小さな変形で終局に至るこ

とが確認された．圧縮側柱の可撓長さ

は全高さ（2.4m）を，引張側柱の可撓
長さはブロック造壁部分を除いた高

さ（1.2m）を用いて両側柱のみの荒川
mean 式によるせん断力の計算値に対
して，架構全体のせん断耐力はおよそ

1.1 倍を記録し，ほぼ一致する結果と
なった． 
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4．ブロック造壁のひび割れ幅に関する検討 

4．1 ひび割れ幅の基本性状 

図 7に［1階壁試験体］，［4階壁試験体］及び［袖壁型試験体］のブロック造壁の正負方向加力時についてピー
ク時と除荷時に縦目地に生じた主要なひび割れ幅の合計値（ΣWp，ΣW0（mm）），ひび割れ幅の最大値（maxWp，

maxW0（mm））を試験体全体のピーク時と除荷時の水平変位（δp，δ0（mm））と比較して示した．ただし，X 軸
上の部材角はピーク時の部材角で整理し示した．なお同図では，第 2，3サイクルでは類似な結果が得られたので
割愛し，第 1サイクルのみ図示した．同図から，［1階壁試験体］及び［4階壁試験体］では部材角 4×10-3radまで
はΣWp≒maxWp，ΣW0≒maxW0となり，これは一つの階段状ひび割れがブロック造壁全体のひび割れパタンを代表

した事実と対応する．一方，6.7×10-3radからは階段状ひび割れが 2，3箇所に分かれて現れたため，ひび割れ幅の
最大値が合計値より小さく分布する（ΣWp＞maxWp，ΣW0＞maxW0）結果となった．ひび割れ幅の合計値は部材角

とほぼ比例して増加する傾向が見られた．また，軸力の大小はひび割れ幅の最大値及び合計値に影響を及ぼさない

結果となった．本実験では歪ゲージを用いてブロック造壁部分の負担軸力を算定したが，両試験体に大きな差は生

じなかったことと関係すると考えられる．［袖壁型試験体］では，一つのひび割れがブロック造壁全体のひび割れ

パタンを代表していることがわかる（ΣWp≒maxWp，ΣW0≒maxW0）．また，ピーク時と除荷時ともにひび割れ幅が

水平変位を上回っている．この原因は負方向加力時に生じたひび割れが除荷時に閉じることなく，累積されている

ためである． 
図 8 に正負加力時におけるピーク時のひび割れ幅の合計値に対する除荷時の割合（ΣW0/ΣWp），試験体全体の

ピーク時の水平変位に対する除荷時残留ひび割れ幅の割合（maxW0/δp）を示した．ピーク時のひび割れ幅の合計値

に対する除荷時の割合（ΣW0/ΣWp）から，［1階壁試験体］及び［4階壁試験体］では側柱が破壊に至る以前の部
材角 10×10-3rad までは側柱が壁の変形を拘束するため，正負加力時ともにピーク時のひび割れ幅に対して残留ひ
び割れ幅は 20％程度に閉じる傾向が見られた．しかしながら，［袖壁型試験体］では負方向加力時，ブロック造壁
は左側柱を介して変形するが，除荷時は右側柱との間に開口があるため変形が強制されず，ピーク時付近の変形位

置で残留する傾向にあるため，1.0に近い結果となった．また，正方向加力時には負方向加力で生じた残留ひび割
れ幅がΣWpの一部として計測されるので，一般に［ΣW0/ΣWp］は負方向加力時よりも小さい値をとる．ピーク

時の水平変位に対する除荷時残留ひび割れ幅の割合（maxW0/δp）から，無開口試験体である［1階壁試験体］及び
［4階壁試験体］は側柱の拘束効果により 10％程度に閉じる反面，［袖壁型試験体］はブロックが破壊する以前で
ある 6.7×10-3radまでは，残留ひび割れ幅が最大経験変位とほぼ等しい（maxW0/δp≒1.0）． 
4．2 柱の変位分布に基づくひび割れ幅の算定 

最後に，両側柱の変位分布に基づき，無開口試験体である［1階壁試験体］及び［4階壁試験体］のブロック造
壁のひび割れ幅の推定を試みた．手法の概略は図 9に示すとおりである．すなわち，①柱両側に取り付けた変位計
から各区間の平均曲率を求め，これを 2 回積分することにより両側柱の曲げ変位分布（左δ曲，右δ曲は各側柱の最
上段の曲げ変位）を算定する，②算定した各柱の最上段の曲げ変位（左δ曲，右δ曲）を試験体全体の水平変位（δp）
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図 7 水平変位とひび割れ幅の比較      図 8 ΣW0/ΣWp及び maxW0/δpの関係 



から差し引いた値（左δせ＝δp－左δ曲，右δせ＝δp－右δ曲）を両側柱の最

上段のせん断変位とし，これが柱頭及び柱脚のある区間で生じるものと仮

定する，③上記①，②より求まる左右柱の変位分布の差を求め，この最大

値をブロック造壁に生じた maxWpの計算値とする．実験時のひび割れパタ

ンに見られるとおり，無開口試験体はブロック造壁内に水平力に抵抗する

圧縮ストラットが形成され，圧縮側柱脚部と引張側柱頭部にせん断ひび割

れが集中していることから，図 9に示したように圧縮側柱脚部と引張側柱
頭部の 1.5D（D：柱のせい）内でせん断変形が集中し，かつこれがその区
間で線形に分布するものと仮定した．図 10に以上の仮定に基づき算定し
た maxWpの計算値と実験値を比較して示す．計算値は実験値を過大評価し

ており，せん断変形の集中区間（本事例では 1.5Dと仮定）の再検討など
が必要ではあるものの，このような簡便な手法でひび割れ幅の最大値を推

定できる可能性を示していると考えられる． 
5．まとめ 

本研究では，ブロック造壁を一般的な構造要素として多用する韓国の学校建物を対象に，開口の有無及び開口の

形状をパラメータとした4体の1層1スパンの無補強組積造壁を有する鉄筋コンクリート造実大架構の正負交番繰
り返し載荷実験を行った．その結果を以下に示す． 
（1） ［1 階壁試験体］および［4 階壁試験体］の破壊経過はほとんど同様で，柱の曲げ降伏が先行したが，ブロ

ック造壁に圧縮ストラットが形成され，柱脚部に大きなせん断力が作用した結果，最終的にせん断破壊した．

［袖壁型試験体］は，開口側の反力が十分に確保されなかったので，最大せん断ひび割れ幅が 8mm まで進
展したが，その後せん断ひび割れ幅の進展はなく，繰り返し載荷により耐力のみ低下した．［腰壁型試験体］

は，腰壁の影響で圧縮側柱脚部がせん断破壊すると同時に，引張側柱頭部もせん断破壊して終局に至った． 
（2） 試験体の耐力は両側柱のみの曲げ降伏時のせん断力の計算値に対して［1階壁試験体］は 1.4倍，［4階壁試

験体］は 2.2倍であり，ブロック造壁が架構の耐力に大きく寄与することとなったが，［袖壁型試験体］はブ
ロック造壁内に圧縮ストラットがほとんど形成されることなく，計算値とほぼ一致した．［1 階壁試験体］，
［4階壁試験体］及び［袖壁型試験体］のブロック造壁の負担平均せん断応力度は，それぞれ 0.4MPa，0.5MPa，
0MPaであり，開口形状によって大きく変化することがわかった．また，［腰壁型試験体］は腰壁による引張
側柱の可撓長さを考慮した荒川mean式によるせん断力の計算値とほぼ一致した． 

（3） ［1 階壁試験体］及び［4 階壁試験体］では，ピーク時のひび割れ幅に対して残留ひび割れ幅は側柱が壁の
変形を拘束するため，20％程度に閉じる傾向が見られたが，［袖壁型試験体］では負方向加力後の除荷時は
右側柱との間に開口があるため変形が強制されず，ピーク時付近の変形位置で残留する傾向にあるため，1.0
に近い結果となった．また，［1階壁試験体］及び［4階壁試験体］は側柱の拘束効果により，水平変位に対
する除荷時残留ひび割れ幅が 10％程度に閉じる反面，［袖壁型試験体］は残留ひび割れ幅が最大経験変位と
ほぼ対応している． 

（4） 柱の変位分布に基づくブロック造壁のひび割れ幅の推定を試みた．せん断変位分布の集中区間については今
後検討が必要ではあるものの，簡便な手法で実験値が説明できる可能性を示した． 
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図 9 柱の変位分布の推定 
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図 10 測定値と計算値の maxWp 


